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◆関連する地域波及効果   
 
 
 
   ※会津若松市では、これまで人口減少が続いていたが、一時的である可能性はあるものの、増加に転じた。 
 
◆推進体制  
○本市の ICT関連事業の推進にあたっては、本市を含め 48団体が参画する「会津若松市まち・ひと・しごと創生包
括連携協議会」から事業提案を受けることや、事業効果の検証などの進捗管理を行っている。ここでは、首都圏に
本社機能を置く大手企業も数多く参画しており、時流にマッチした先駆的な事業提案も多くいただいている。 

○スマートシティや ICT関連産業の集積に関連する一部の事業の実施は、地方行政が抱える課題を解決する地方
発のスマートシティモデルを産官学金労言が一体となって構築することを目的として設立された「会津地域スマートシ
ティ推進協議会」にて行われている。ここでは、本市を含め会津大学や本市に拠点を置く企業など 20団体が参画
しており、ICT専門大学、民間企業の知見をいただきながら、本市の目指すべき姿に向けて事業化がなされている。 

 

 
        ・会津若松市、会津大学をはじめ、産官学金労言の 48団体が参画。大手企業も多い。 

 
 
 
        ・会津若松市・会津大学をはじめ、産官学金労言 20団体が参画。地元に拠点を置く企業が中心。 
 
 
１ アナリティクス人材育成について 
会津大学にて学生向けアナリティクス人材育成講座を実施。専門的知識を学んだ会津大学卒業生は、企業でも

即戦力として期待されていることはもちろん、「スマートシティ AiCT」入居企業等への就職にも結び付いている。 
 ○会津大学におけるアナリティクス講座受講者数 ： 2014年～2018年累計 507人 
 
２ アナリティクス関連プロジェクトの誘致・推進について 
データ分析を活用した事業は、観光・ヘルスケア・農業などをはじめ、様々な分野で継続的に実施してきており、例え

ば、農業の導入実績では、農家の作業時間が平均 1割減、販売金額は平均１割増という良好な結果が出ている。 
 

【 IoT、データ分析を活用した農業 】 
 
 
 
 
 
 

◆KPI設定の工夫・達成状況  

ビッグデータ戦略活用
のためのアナリティクス
拠点集積事業 

ICT関連産業集積拠点 
「スマートシティ AiCT（アイクト）」 

2019.7.1現在 
入居者数 15社 約 200人 

会津若松市現住人口：148人増 
2019.4.1現在 → 2019.7.1現在 

119,876人 → 120,024人 

センサーが、土壌水分、
地温、日射量、ＥＣ
（電気伝導度：肥料
濃度）を計測し、 
データをクラウドに蓄積。 センサーで計測したデータを基に、最適な量の水や肥料を 

自動的にかん水。状況は、パソコン・タブレットで管理可能。 

会津若松市まち・ひと・しごと創生包括連携協議会 

会津地域スマートシティ推進協議会 

事業提案／ 
 効果検証 

事業実施／ 
    運営 
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また、市民向けにワンストップで情報を提供するデジタル情報プラットフォーム「会津若松＋」では、サービスの１つとし
て、除雪車の位置情報を提供する一方、行政側では、除雪車の運行軌跡等のデータを分析し、いかに効率的に除
雪できるかに役立ててきた。さらに、同一基盤上では会津地域 7市町村が連携し、インバウンド向けの観光情報とし
て、外国人の国籍に応じておすすめの周遊ルート・コンテンツを出し分けする「VISIT AIZU」のサービスも提供してき
た。 
○「会津若松＋」 年間ページビュー数：2018年度 約 100万ページビュー 
○観光客（訪日）：V案内所外国人利用者数 3,161人（2013年）⇒13,327 人（2018年） 

外国人宿泊者数 2,610人（2013年）⇒18,115 人（2018年） 
 
    【 地域情報ポータルサイト「会津若松＋」 】        【 インバウンド向け観光情報「VISIT AIZU」 】 
 
 
 
 
 
 
３ アナリティクス産業の集積と機能移転・地元採用について  

500名規模の入居が可能な ICT オフィス「スマートシティ AiCT」の整備が完了し 2019年 4月に開所した。 
この拠点への ICT・アナリティクス関連企業の誘致活動を推進してきたところであり、アクセンチュア社においても約

250名がスマートシティ AiCT に一部機能移転をしたほか、会津大学新卒者を採用した入居企業も出てきている。 
2019年 6月現在で、20社 約 400名が入居を表明。 2019年 7月現在で、15社 約 200名が入居済
み。 
○「スマートシティ AiCT」の整備には、地方創生拠点整備交付金（補助率１／２）を活用。 
 → 交付対象経費 1,016,713,097円   交付金額 508,356,548円 

 
 
 
 
 

 
 
会津若松市では、データを起点としたまちづくり・産業集積に向け、スマートシティに関連する各事業を推進してきたと

ころであるが、これらの事業は単なる実証として終わるのみならず、自立運用、事業内容の深化・高度化、他地域への
展開など、次のフェーズに入ってきているものも増えてきた。 

2019年 4月には、ICT・アナリティクス関連産業の集積に向けた拠点として、500人規模の入居が可能なオフィス
「スマートシティ AiCT」を整備し、開所を迎えたところであるが、この拠点の入居率を高め、移住・定住につなげていくこと
や、入居企業や会津大学への来訪、技術交流などを目的とした交流人口の拡大を図っていくことについては、これから
が正念場であり、開所時の一時的なものではなく、いかに継続させていくかが課題である。 
また、「スマートシティ AiCT」は、市民の皆様をはじめ、入居企業や地元・他地域の企業、会津大学の方々が交流で
きる「交流棟」を備えており、こうした拠点も活用しつつ、市民全体がスマートシティに参画・実感する機会を提供してい
くことで、ともすれば意識せずとも生活の利便性が高まっている、といったことも含め、様々な分野でスマートシティ推進に
よる恩恵を得られるようにしていくことで、本市が「Society5.0」といった社会を牽引していくことを目指していく。 

◆今後の展開及び課題  
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事業提案／ 
 効果検証 

事業実施／ 
    運営 
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また、市民向けにワンストップで情報を提供するデジタル情報プラットフォーム「会津若松＋」では、サービスの１つとし
て、除雪車の位置情報を提供する一方、行政側では、除雪車の運行軌跡等のデータを分析し、いかに効率的に除
雪できるかに役立ててきた。さらに、同一基盤上では会津地域 7市町村が連携し、インバウンド向けの観光情報とし
て、外国人の国籍に応じておすすめの周遊ルート・コンテンツを出し分けする「VISIT AIZU」のサービスも提供してき
た。 
○「会津若松＋」 年間ページビュー数：2018年度 約 100万ページビュー 
○観光客（訪日）：V案内所外国人利用者数 3,161人（2013年）⇒13,327 人（2018年） 

外国人宿泊者数 2,610人（2013年）⇒18,115 人（2018年） 
 
    【 地域情報ポータルサイト「会津若松＋」 】        【 インバウンド向け観光情報「VISIT AIZU」 】 
 
 
 
 
 
 
３ アナリティクス産業の集積と機能移転・地元採用について  

500名規模の入居が可能な ICT オフィス「スマートシティ AiCT」の整備が完了し 2019年 4月に開所した。 
この拠点への ICT・アナリティクス関連企業の誘致活動を推進してきたところであり、アクセンチュア社においても約

250名がスマートシティ AiCT に一部機能移転をしたほか、会津大学新卒者を採用した入居企業も出てきている。 
2019年 6月現在で、20社 約 400名が入居を表明。 2019年 7月現在で、15社 約 200名が入居済
み。 
○「スマートシティ AiCT」の整備には、地方創生拠点整備交付金（補助率１／２）を活用。 
 → 交付対象経費 1,016,713,097円   交付金額 508,356,548円 

 
 
 
 
 

 
 
会津若松市では、データを起点としたまちづくり・産業集積に向け、スマートシティに関連する各事業を推進してきたと

ころであるが、これらの事業は単なる実証として終わるのみならず、自立運用、事業内容の深化・高度化、他地域への
展開など、次のフェーズに入ってきているものも増えてきた。 

2019年 4月には、ICT・アナリティクス関連産業の集積に向けた拠点として、500人規模の入居が可能なオフィス
「スマートシティ AiCT」を整備し、開所を迎えたところであるが、この拠点の入居率を高め、移住・定住につなげていくこと
や、入居企業や会津大学への来訪、技術交流などを目的とした交流人口の拡大を図っていくことについては、これから
が正念場であり、開所時の一時的なものではなく、いかに継続させていくかが課題である。 
また、「スマートシティ AiCT」は、市民の皆様をはじめ、入居企業や地元・他地域の企業、会津大学の方々が交流で
きる「交流棟」を備えており、こうした拠点も活用しつつ、市民全体がスマートシティに参画・実感する機会を提供してい
くことで、ともすれば意識せずとも生活の利便性が高まっている、といったことも含め、様々な分野でスマートシティ推進に
よる恩恵を得られるようにしていくことで、本市が「Society5.0」といった社会を牽引していくことを目指していく。 

◆今後の展開及び課題  

－ 138 －
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◆団体名 埼玉県ほか 
  
本モデルケースは、我が国最大の経済圏である関東地方において、戦略産業である医療機器産業の競争力強化

を目的とし、多くの自治体・民間企業、広域行政機関等が連携し、それぞれの地域の強みを持ち寄りつつ、きめ細や
かな地域産業支援の実施を目指す。 
具体的には「①専業医療機器メーカーと地域ものづくり企業とのマッチング」「②産学官連携による地域医工連携イ

ノベーション拠点の整備」の 2 つを主な柱として、各事業に取り組む。 

 
 
 

1．専業医療機器メーカーと地域ものづくり企業とのマッチング 
○医療機器・ものづくり商談会…商談成立件数 145件、異業種からの新規参入企業数 136件 
2．産学官連携による地域医工連携イノベーション拠点の整備 
○千葉県との連携…C-Square Expo を共催 
○栃木県との連携…医工連携事業化マッチング事業を共催 

 
 
1．専業医療機器メーカーと地域ものづくり企業とのマッチング 
専業医療機器メーカーの機器開発・改良テーマを関東経済産業局が収集し、テーマに対応可能な技術を有する地
元ものづくり企業を各自治体、産業支援機関、金融機関が探索することで、精度の高いマッチングを実現。また、商談
の場に地域のコーディネーター等が同席することで、商談成立に向けたサポートや商談成立後の支援策のアレンジな
ど、きめ細やかなフォローアップを実施。 
2．産学官連携による地域医工連携イノベーション拠点の整備 
各地域の取組において、医工連携活動に積極的な医科系大学や医療現場と連携し、医師が抱える医療機器開発
に係わる課題・ニーズを抽出し、より事業化の可能性が高いプロジェクトを創出。 
 
◆関連する地域波及効果   
 
 
 

3-1．戦略的医療機器産業集積（クラスター）ネットワーク形成事業 

◆団体名 埼玉県ほか
  ◆全体概要 

◆プロジェクトのアピールポイント  

◆特徴的な取組・成果  

戦略的医療機器
産業集積（クラス
ター）ネットワーク
形成事業 

 

商談成立件数：145件増 
（H25:0件→H30:145件） 
医療機器の上市件数：5件増 
（H25:0件→H30:5件） 
異業種による新規参入企業数：136社増 
（H25:0件→H30:136社） 

 

 

医療機器生産額：0.01 兆円減 

【H25:1.12兆円→H30:1.11兆円 

（関東地域） 
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◆推進体制 
○埼玉県他、関東経済産業局管内の自治体、地域支援機関、地域中核企業との連携体制を構築。この連携体
制を強固なものにし地域へのスムーズな波及を図ることに加えて、医療福祉機器分野に長年携わり、特に円滑な医療
機器産業への参入に関して知見の深い、一般社団法人日本医工ものづくりコモンズの柏野理事を外部アドバイザーと
して、客観的な視点から進捗管理等を行っている。 
 
 

 

【設定 KPI】 
①医療機器生産額（関東地方） 
【H25：1.12兆円→H30：1.11兆円（目標値 1.28兆円）】 
②商談成立件数【H25：0件→H30：14５件（目標値 152件）】 
③医療機器の上市件数【H25：0件→H30：5件（目標値 6件）】 
④異業種による新規参入企業数【H25：0社→H30：136社（目標値 145社）】 
○設定ＫＰＩの達成状況等は、①医療機器生産額、②商談成立件数、③医療機器の上市件数、④異業種によ
る新規参入企業数について、いずれも平成 30年度終了時点の実績が目標値を下回る結果に止まった。 
【KPI達成のプロセスやポイント】 
ものづくり商談会を実施することにより、医療機器メーカーが持つ開発・改良ニーズと地域ものづくり企業の技術をマッチ
ング。また、地域と連携した医工連携の取組を実施することにより、医師ニーズと企業をマッチング。これらの取組を通じ
て医療機器の上市とものづくり企業の医療機器産業への参入、医師ニーズの具現化を促進。 
 
 
 
 
1．専業医療機器メーカーと地域ものづくり企業とのマッチング 
商談会等でマッチングした案件について個別に課題を把握し、上市までの継続的な支援を行うとともに、より事業化が
期待されるニーズの収集を行っていく。 
2．産学官連携による地域医工連携イノベーション拠点の整備 
自治体や地域の支援機関との情報共有をより密にし、各地域企業の課題把握に努めるとともに、開発資金の支援や
販路拡大支援により事業化までの時間短縮を図っていく。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

◆KPI設定の工夫・達成状況  

◆今後の展開及び課題  

－ 139 －
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◆団体名 埼玉県ほか 
  
本モデルケースは、我が国最大の経済圏である関東地方において、戦略産業である医療機器産業の競争力強化

を目的とし、多くの自治体・民間企業、広域行政機関等が連携し、それぞれの地域の強みを持ち寄りつつ、きめ細や
かな地域産業支援の実施を目指す。 
具体的には「①専業医療機器メーカーと地域ものづくり企業とのマッチング」「②産学官連携による地域医工連携イ

ノベーション拠点の整備」の 2 つを主な柱として、各事業に取り組む。 

 
 
 

1．専業医療機器メーカーと地域ものづくり企業とのマッチング 
○医療機器・ものづくり商談会…商談成立件数 145件、異業種からの新規参入企業数 136件 
2．産学官連携による地域医工連携イノベーション拠点の整備 
○千葉県との連携…C-Square Expo を共催 
○栃木県との連携…医工連携事業化マッチング事業を共催 

 
 
1．専業医療機器メーカーと地域ものづくり企業とのマッチング 
専業医療機器メーカーの機器開発・改良テーマを関東経済産業局が収集し、テーマに対応可能な技術を有する地
元ものづくり企業を各自治体、産業支援機関、金融機関が探索することで、精度の高いマッチングを実現。また、商談
の場に地域のコーディネーター等が同席することで、商談成立に向けたサポートや商談成立後の支援策のアレンジな
ど、きめ細やかなフォローアップを実施。 
2．産学官連携による地域医工連携イノベーション拠点の整備 
各地域の取組において、医工連携活動に積極的な医科系大学や医療現場と連携し、医師が抱える医療機器開発
に係わる課題・ニーズを抽出し、より事業化の可能性が高いプロジェクトを創出。 
 
◆関連する地域波及効果   
 
 
 

3-1．戦略的医療機器産業集積（クラスター）ネットワーク形成事業 

◆全体概要 

◆プロジェクトのアピールポイント  

◆特徴的な取組・成果  

戦略的医療機器
産業集積（クラス
ター）ネットワーク
形成事業 

 

商談成立件数：145件増 
（H25:0件→H30:145件） 
医療機器の上市件数：5件増 
（H25:0件→H30:5件） 
異業種による新規参入企業数：136社増 
（H25:0件→H30:136社） 

 

 

医療機器生産額：0.01 兆円減 

【H25:1.12兆円→H30:1.11兆円 

（関東地域） 
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◆推進体制 
○埼玉県他、関東経済産業局管内の自治体、地域支援機関、地域中核企業との連携体制を構築。この連携体
制を強固なものにし地域へのスムーズな波及を図ることに加えて、医療福祉機器分野に長年携わり、特に円滑な医療
機器産業への参入に関して知見の深い、一般社団法人日本医工ものづくりコモンズの柏野理事を外部アドバイザーと
して、客観的な視点から進捗管理等を行っている。 
 
 

 

【設定 KPI】 
①医療機器生産額（関東地方） 
【H25：1.12兆円→H30：1.11兆円（目標値 1.28兆円）】 
②商談成立件数【H25：0件→H30：14５件（目標値 152件）】 
③医療機器の上市件数【H25：0件→H30：5件（目標値 6件）】 
④異業種による新規参入企業数【H25：0社→H30：136社（目標値 145社）】 
○設定ＫＰＩの達成状況等は、①医療機器生産額、②商談成立件数、③医療機器の上市件数、④異業種によ
る新規参入企業数について、いずれも平成 30年度終了時点の実績が目標値を下回る結果に止まった。 
【KPI達成のプロセスやポイント】 
ものづくり商談会を実施することにより、医療機器メーカーが持つ開発・改良ニーズと地域ものづくり企業の技術をマッチ
ング。また、地域と連携した医工連携の取組を実施することにより、医師ニーズと企業をマッチング。これらの取組を通じ
て医療機器の上市とものづくり企業の医療機器産業への参入、医師ニーズの具現化を促進。 
 
 
 
 
1．専業医療機器メーカーと地域ものづくり企業とのマッチング 
商談会等でマッチングした案件について個別に課題を把握し、上市までの継続的な支援を行うとともに、より事業化が
期待されるニーズの収集を行っていく。 
2．産学官連携による地域医工連携イノベーション拠点の整備 
自治体や地域の支援機関との情報共有をより密にし、各地域企業の課題把握に努めるとともに、開発資金の支援や
販路拡大支援により事業化までの時間短縮を図っていく。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

◆KPI設定の工夫・達成状況  

◆今後の展開及び課題  

－ 140 －
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◆団体名 埼玉県・新潟市ほか 
  
 関東地方は、本社機能集積や 2020年東京オリンピック等の開催決定など、優位性ある首都圏を擁する我が国最
大の経済圏である。 
 一方で、雇用吸収効果や他産業への波及効果の高い製造業の現状は厳しく、産業空洞化が懸念される地域も散
見される状況にある。加えて、今後は全国を大きく上回るペースで高齢化が進展する見通しとなっている。このような
中、中小企業・小規模事業者は、下請体質から転換し、自ら新分野進出を図ることが早急に求められているが、単
独で成長産業と見られる産業分野へ参入を図ることは極めて困難であるといった課題を有していた。 
 本モデルケースは、関東地方産業競争力協議会（以下、協議会）において戦略産業とされた先端ものづくり産業
を代表する産業である航空機産業にフォーカスし、協議会で提示された「都県域を越えて中小企業等が広域連携の
場の創出」を図る取組を具体的に実現していくための提案であった。 

  

出所：(財)日本航空機開発協会「平成 23年度  

民間輸送機に関する調査研究」平成 24年 3月 

 
 
〇国内装備品メーカー等とものづくり中小企業とのマッチングの場を提供：5年間で 287件の商談会を創出 
〇ワンストップ型生産体制の構築を目指す地域における受注獲得に向けた各種取組を実施： 
  新潟・飯田地域で 5年間で 31件の新規受注を達成 
〇地方創生交付金等を活用し、自治体、県レベルにおける支援メニューを拡充。： 
新潟市で交付金を活用した、大型設備投資補助金の創設。 

 
〇新潟地域、飯田地域における航空機産業に係る新規受注が増加した。 
〇各地域にて航空機産業の重要性が認識され、各自治体による航空機産業支援が進んだ。 
 

栃木県（宇都宮市、さくら市、足利市等）
栃木航空宇宙懇話会
とちぎ航空宇宙産業振興協議会

新潟県新潟市
NIIGATA SKY PROJECT

栃木県（宇都宮市、さくら市、足利市等）
栃木航空宇宙懇話会
とちぎ

広
域
連
携

「
航
空
機

中
小
企
業
の

会
」

浜松市
宇宙航空技術利活用研究会
浜松航空宇宙プロジェクト（SOLAE）

長野県（飯田市）
飯田航空宇宙プロジェクト
エアロスペース飯田
NAGANO航空宇宙プロジェクト
（長野県全域）

飯田航空宇宙プロジェクト飯田航空宇宙プロジェクト

プロジェクト

連携

連携

連携

栃木県（宇都宮市、さくら市、足利市等）栃木県（宇都宮市、さくら市、足利市等）栃木県（宇都宮市、さくら市、足利市等）栃木県（宇都宮市、さくら市、足利市等）栃木県（宇都宮市、さくら市、足利市等）
栃木航空宇宙懇話会栃木航空宇宙懇話会栃木航空宇宙懇話会

航空宇宙産業振興協航空宇宙産業振興協航空宇宙産業振興協

東京都
AMATERAS

緩やかな企業間
連携土壌があり、
集積度は随一。

東京都
AMATERAS

地域産業集積を軸に、
地域一貫受注生産体制

確立に取り組む。

航空機産業における広域連携による取組イメージ

新潟県新潟市
NIIGATANIIGATA

急速に航空機産業集
積に取り組む。

３-２．戦略的航空機産業集積（クラスター）ネットワーク形成事業 

◆団体名 埼玉県・新潟市ほか
  ◆全体概要 

◆特徴的な取組・成果  

新潟市で交付金を活用した、大型設備投資補助金の創設。
◆プロジェクトのアピールポイント  
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関連する地域波及効果   
 
 
 
 
 
◆推進体制  
〇異業種、地銀等の金融機関、大学等の研究機関、各自治体との連携により、産学官金連携のもと、取り組んだ。 

 

【設定 KPI】  ※【  】内は目標値 

〇航空機関連メーカのものづくり基盤強化の観点から、KPI を設定した。特徴的なものを以下に記載する。  

施策  設定 KPI   KPI達成状況 
①地域企業の大
手航空機メー
カーに対する商
談機会の創出 

・航空機器生産額（関東地方） 
【H25:4783億円→H30:6,442億円】 

6,420億円 

・大手航空機器メーカーとの商談件数【H25:0件→H30:325件】 287件 
・大手航空機器メーカーからの新規受注件数【H25:0件→H30:24件】 31件 

②地域企業の技
術力・生産能
力向上 

・JISQ9100新規取得件数【H25:0件→H30:100件】 140件 

・Nadcap取得企業数【H25:35社→H30:51社】 48社 

【KPI達成のプロセスやポイント】 
①航空機産業ビジネスマッチングを関東経済産業局主催で行う機会を創出し、毎年継続して開催。また、経済産業
省の地域中核企業創出・支援事業を活用し、航空機産業の展示会出展支援を行った。 

②国、自治体の支援メニューを活用した、設備投資、専門家派遣、人材育成等個別支援メニューの有効利用を促 
進したことで、地域企業の生産能力向上に寄与。 

【地方創生関係交付金等の活用有無】 

 
 
〇本取組により、航空機産業支援における整備は進んだが、依然として国内の航空機産業は世界中の企業との競
争にさらされており、資金力の乏しい中小企業へは引き続き、公的支援が必要である。 
〇継続して関東経済産業局と連携を図り、ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金、戦略的基盤技術

高度化支援事業、地方創生推進交付金等、国の施策を利用し、設備投資や研究開発、専門家受入れに係る中
小企業の負担を軽減させることで、世界に対する日本の航空機産業のプレゼンスの向上を図りたい。 

交付金活用 事業名 事業費 補助率 効果 

あり ・ なし 

航空機産業とＩＣＴ活
用による地域活性化事
業、航空機産業集積化
による地域イノベーションの
創出、ほか 

1,592,557,000
円 

1/2 
①大型設備投資を支援 
②飯田市にある「産業振興と人材育
成の拠点」における環境試験設備
の整備が進んだ。 

戦略的航空機
産業集積（クラ
スター）ネットワ
ーク形成事業 

JISQ9100新規取得：140件増    
Nadcap取得：13件増              
大手航空機器メーカーとの商談：287件増   
大手航空機器メーカーからの新規受注：31件増 

       

航空機器生産額（関東地
方）の増加             
4,783億円→6,420億円 

◆KPI設定の工夫・達成状況  

◆今後の展開及び課題   
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◆団体名 埼玉県・新潟市ほか 
  
 関東地方は、本社機能集積や 2020年東京オリンピック等の開催決定など、優位性ある首都圏を擁する我が国最
大の経済圏である。 
 一方で、雇用吸収効果や他産業への波及効果の高い製造業の現状は厳しく、産業空洞化が懸念される地域も散
見される状況にある。加えて、今後は全国を大きく上回るペースで高齢化が進展する見通しとなっている。このような
中、中小企業・小規模事業者は、下請体質から転換し、自ら新分野進出を図ることが早急に求められているが、単
独で成長産業と見られる産業分野へ参入を図ることは極めて困難であるといった課題を有していた。 
 本モデルケースは、関東地方産業競争力協議会（以下、協議会）において戦略産業とされた先端ものづくり産業
を代表する産業である航空機産業にフォーカスし、協議会で提示された「都県域を越えて中小企業等が広域連携の
場の創出」を図る取組を具体的に実現していくための提案であった。 

  

出所：(財)日本航空機開発協会「平成 23年度  

民間輸送機に関する調査研究」平成 24年 3月 

 
 
〇国内装備品メーカー等とものづくり中小企業とのマッチングの場を提供：5年間で 287件の商談会を創出 
〇ワンストップ型生産体制の構築を目指す地域における受注獲得に向けた各種取組を実施： 
  新潟・飯田地域で 5年間で 31件の新規受注を達成 
〇地方創生交付金等を活用し、自治体、県レベルにおける支援メニューを拡充。： 
新潟市で交付金を活用した、大型設備投資補助金の創設。 

 
〇新潟地域、飯田地域における航空機産業に係る新規受注が増加した。 
〇各地域にて航空機産業の重要性が認識され、各自治体による航空機産業支援が進んだ。 
 

栃木県（宇都宮市、さくら市、足利市等）
栃木航空宇宙懇話会
とちぎ航空宇宙産業振興協議会

新潟県新潟市
NIIGATA SKY PROJECT

広
域
連
携

「
航
空
機

中
小
企
業
の

会
」

浜松市
宇宙航空技術利活用研究会
浜松航空宇宙プロジェクト（SOLAE）

長野県（飯田市）
飯田航空宇宙プロジェクト
エアロスペース飯田
NAGANO航空宇宙プロジェクト
（長野県全域）

連携

連携

連携 東京都
AMATERAS

緩やかな企業間
連携土壌があり、
集積度は随一。

地域産業集積を軸に、
地域一貫受注生産体制

確立に取り組む。

航空機産業における広域連携による取組イメージ

急速に航空機産業集
積に取り組む。

３-２．戦略的航空機産業集積（クラスター）ネットワーク形成事業 

◆全体概要 

◆特徴的な取組・成果  

◆プロジェクトのアピールポイント  
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関連する地域波及効果   
 
 
 
 
 
◆推進体制  
〇異業種、地銀等の金融機関、大学等の研究機関、各自治体との連携により、産学官金連携のもと、取り組んだ。 

 

【設定 KPI】  ※【  】内は目標値 

〇航空機関連メーカのものづくり基盤強化の観点から、KPI を設定した。特徴的なものを以下に記載する。  

施策  設定 KPI   KPI達成状況 
①地域企業の大
手航空機メー
カーに対する商
談機会の創出 

・航空機器生産額（関東地方） 
【H25:4783億円→H30:6,442億円】 

6,420億円 

・大手航空機器メーカーとの商談件数【H25:0件→H30:325件】 287件 
・大手航空機器メーカーからの新規受注件数【H25:0件→H30:24件】 31件 

②地域企業の技
術力・生産能
力向上 

・JISQ9100新規取得件数【H25:0件→H30:100件】 140件 

・Nadcap取得企業数【H25:35社→H30:51社】 48社 

【KPI達成のプロセスやポイント】 
①航空機産業ビジネスマッチングを関東経済産業局主催で行う機会を創出し、毎年継続して開催。また、経済産業
省の地域中核企業創出・支援事業を活用し、航空機産業の展示会出展支援を行った。 

②国、自治体の支援メニューを活用した、設備投資、専門家派遣、人材育成等個別支援メニューの有効利用を促 
進したことで、地域企業の生産能力向上に寄与。 

【地方創生関係交付金等の活用有無】 

 
 
〇本取組により、航空機産業支援における整備は進んだが、依然として国内の航空機産業は世界中の企業との競
争にさらされており、資金力の乏しい中小企業へは引き続き、公的支援が必要である。 
〇継続して関東経済産業局と連携を図り、ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金、戦略的基盤技術

高度化支援事業、地方創生推進交付金等、国の施策を利用し、設備投資や研究開発、専門家受入れに係る中
小企業の負担を軽減させることで、世界に対する日本の航空機産業のプレゼンスの向上を図りたい。 

交付金活用 事業名 事業費 補助率 効果 

あり ・ なし 

航空機産業とＩＣＴ活
用による地域活性化事
業、航空機産業集積化
による地域イノベーションの
創出、ほか 

1,592,557,000
円 

1/2 
①大型設備投資を支援 
②飯田市にある「産業振興と人材育
成の拠点」における環境試験設備
の整備が進んだ。 

戦略的航空機
産業集積（クラ
スター）ネットワ
ーク形成事業 

JISQ9100新規取得：140件増    
Nadcap取得：13件増              
大手航空機器メーカーとの商談：287件増   
大手航空機器メーカーからの新規受注：31件増 

       

航空機器生産額（関東地
方）の増加             
4,783億円→6,420億円 

◆KPI設定の工夫・達成状況  

◆今後の展開及び課題   
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◆団体名 富山県、石川県、福井県、北経連 
  
 北陸地域は本州中央部に位置し、日本海に面している地域である。 
産業の特徴として、 
○産業・建設機械等の一般機械、アルミサッシ等の金属製品、電子部品や繊維産業など日本海側随一の産業
が集積 

○医薬品、発酵食品、機能性繊維等ライフサイエンス関連産業やアルミ等の金属加工関連産業が集積 
  ○高い技術力を有するニッチトップ企業が数多く存在 
が挙げられる。一方で、これまで、我が国は、太平洋側を中心にインフラの整備が進み、人口や企業などが太平洋側に
集中してきた結果、これからの地域社会を担う若者等の流出が加速しており、人口減少と高齢化が深刻になってい
る。また、東日本大震災や今後起こることが予測されている南海トラフ巨大地震に備えた防災・減災対策やインフラの
老朽化対策に加え、災害発生時のリスク分散に対応するため、日本海側におけるインフラ整備と人や企業の分散を促
進し、太平洋側に加えて日本海側に国土軸を作り、バランスの取れた強靭な国土を構築する必要がある。 
以上を踏まえ、今後は本モデルケースでは、（１）北陸地域の連携を深める、（２）強みや成長シーズを国と地

方で連携して大きく育てイノベーションを起こす、（３）産業発展の環境整備を進めるという３つの基本的な考え方の
もと、平成２５年に富山、石川、福井の北陸３県や経済界等が主体となって設置した「北陸産業競争力協議会」に
おける議論も踏まえて、産学官金の連携により、北陸三県の産業特性を活かした成長分野と位置付ける「ライフサイエ
ンス産業」、「高機能新素材産業」において、地方発のイノベーションを創出し、更なる産業競争力強化を目指すもの
として策定されたものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

４．北陸産業競争力強化戦略 

◆団体名
  ◆全体概要 

ライフサイエンス連携体制の構築 

高機能素材の需要予測 

高機能新素材

産業への発展 

炭素繊維産業

の集積 

一般機器製造

産業の集積 

アルミニウム関

連産業の集積 

発酵食品関連

産業の集積 

発酵食品関連

産業の集積 

発酵食品関連産

業の集積 

ライフサイエンス産

業への発展 

中小企業 

中小企業・ 

小規模事業者 

地方公共団体 

地域金融機関 

産業支援機関

農林業事業者 

大学等 
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〇地域内の大学や企業等に対する研究開発等の支援を実施（事業化数 １６件） 
〇北陸域内において、ライフサイエンス関連分野の大学発ベンチャー企業の新工場が稼働（創業数 ６件） 
〇各地域の公設試験研究機関が連携した企業の研究開発を支援するための加工機や検査機等を導入 
〇海外クラスターと革新複合材料研究開発センターの技術や人材交流を実施 
〇高機能素材やライフサイエンスへの先端材料活用に向けた研究会セミナー等の開催 

 
 
 
１．地域の成長シーズを地方と国で連携して大きくし、新たな産業創出へつなげ、地域活性化、国際競争力強化へ 

地域再生戦略交付金（H27）や地方創生推進交付金（H28～）を活用し、地域内の大学や企業等に対
して研究等の支援を実施した。また、北陸新幹線開業（H27）も契機として、域外からの研究所・工場・本社機
能の移転や進出を積極的に推進し、地域内における産業集積を進展させた。 

 
２．成長分野に部材を供給する高機能新素材産業の集積地に 

経済産業省「戦略産業支援のための基盤整備事業」や「地域オープンイノベーション促進事業」を活用した地域
内外のネットワーク構築・強化及びシーズ・ニーズマッチング等のコーディネートを実施、各公設試が連携した企業の
研究開発を支援するための加工機や検査機等の導入、両地域の企業等によるシーズ・ニーズ発表会の実施等、
東海・北陸コンポジットハイウェイ構想の実現に向けた取り組みが進められた。さらに、海外展示会への出展等を通じ
て、先進的な取り組みを行っている欧州の生産拠点と連携した研究開発・事業化を行う取り組みが進められた。 

 
３．予防・早期診断にも重きを置いたライフサイエンスの一大生産拠点に 

北陸ライフサイエンスクラスター事業（H25～H29）の取り組みの結果、鉄工、食品、繊維、IT業等でライフサ
イエンス分野における製品やサービスの事業化が進んだ。また、血液検査による消化器がん診断サービスや在宅医
療用の簡易キットなどの、ライフサイエンス分野を中心事業として創業し、売上を上げる事業者も生まれた。 
 
◆関連する地域波及効果   
 
 
 
 
 
◆推進体制  

〇取組に参加する各主体の代表者で構成する会議を設置し、会議での決定事項を全ての事業に反映してい
る。 

〇地域金融機関との協定締結により域内融資や設備投資件数等の情報を得、それらを基に取組の地域への
経済波及効果について協議を実施。 

〇協議会の趣旨、各主体の具体的な役割及び責任所掌について、文書を取り交わしている。 

◆プロジェクトのアピールポイント  

①高機能新素材産業の集積 
②ライフサイエンスの一大生産拠 
点形成 

①研究開発数   ３０件 
②ライフサイエンスベンチャー企業
創出数         ６件 

経済波及効果 
１，２１２億円 
雇用創出 
１，９５０人 

◆特徴的な取組・成果  
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◆団体名 富山県、石川県、福井県、北経連 
  
 北陸地域は本州中央部に位置し、日本海に面している地域である。 
産業の特徴として、 
○産業・建設機械等の一般機械、アルミサッシ等の金属製品、電子部品や繊維産業など日本海側随一の産業
が集積 

○医薬品、発酵食品、機能性繊維等ライフサイエンス関連産業やアルミ等の金属加工関連産業が集積 
  ○高い技術力を有するニッチトップ企業が数多く存在 
が挙げられる。一方で、これまで、我が国は、太平洋側を中心にインフラの整備が進み、人口や企業などが太平洋側に
集中してきた結果、これからの地域社会を担う若者等の流出が加速しており、人口減少と高齢化が深刻になってい
る。また、東日本大震災や今後起こることが予測されている南海トラフ巨大地震に備えた防災・減災対策やインフラの
老朽化対策に加え、災害発生時のリスク分散に対応するため、日本海側におけるインフラ整備と人や企業の分散を促
進し、太平洋側に加えて日本海側に国土軸を作り、バランスの取れた強靭な国土を構築する必要がある。 
以上を踏まえ、今後は本モデルケースでは、（１）北陸地域の連携を深める、（２）強みや成長シーズを国と地

方で連携して大きく育てイノベーションを起こす、（３）産業発展の環境整備を進めるという３つの基本的な考え方の
もと、平成２５年に富山、石川、福井の北陸３県や経済界等が主体となって設置した「北陸産業競争力協議会」に
おける議論も踏まえて、産学官金の連携により、北陸三県の産業特性を活かした成長分野と位置付ける「ライフサイエ
ンス産業」、「高機能新素材産業」において、地方発のイノベーションを創出し、更なる産業競争力強化を目指すもの
として策定されたものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

４．北陸産業競争力強化戦略 

◆全体概要 

ライフサイエンス連携体制の構築 

高機能素材の需要予測 

高機能新素材

産業への発展 

炭素繊維産業

の集積 

一般機器製造

産業の集積 

アルミニウム関

連産業の集積 

発酵食品関連

産業の集積 

発酵食品関連

産業の集積 

発酵食品関連産

業の集積 

ライフサイエンス産

業への発展 

中小企業 

中小企業・ 

小規模事業者 

地方公共団体 

地域金融機関 

産業支援機関

農林業事業者 

大学等 
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〇地域内の大学や企業等に対する研究開発等の支援を実施（事業化数 １６件） 
〇北陸域内において、ライフサイエンス関連分野の大学発ベンチャー企業の新工場が稼働（創業数 ６件） 
〇各地域の公設試験研究機関が連携した企業の研究開発を支援するための加工機や検査機等を導入 
〇海外クラスターと革新複合材料研究開発センターの技術や人材交流を実施 
〇高機能素材やライフサイエンスへの先端材料活用に向けた研究会セミナー等の開催 

 
 
 
１．地域の成長シーズを地方と国で連携して大きくし、新たな産業創出へつなげ、地域活性化、国際競争力強化へ 

地域再生戦略交付金（H27）や地方創生推進交付金（H28～）を活用し、地域内の大学や企業等に対
して研究等の支援を実施した。また、北陸新幹線開業（H27）も契機として、域外からの研究所・工場・本社機
能の移転や進出を積極的に推進し、地域内における産業集積を進展させた。 

 
２．成長分野に部材を供給する高機能新素材産業の集積地に 

経済産業省「戦略産業支援のための基盤整備事業」や「地域オープンイノベーション促進事業」を活用した地域
内外のネットワーク構築・強化及びシーズ・ニーズマッチング等のコーディネートを実施、各公設試が連携した企業の
研究開発を支援するための加工機や検査機等の導入、両地域の企業等によるシーズ・ニーズ発表会の実施等、
東海・北陸コンポジットハイウェイ構想の実現に向けた取り組みが進められた。さらに、海外展示会への出展等を通じ
て、先進的な取り組みを行っている欧州の生産拠点と連携した研究開発・事業化を行う取り組みが進められた。 

 
３．予防・早期診断にも重きを置いたライフサイエンスの一大生産拠点に 

北陸ライフサイエンスクラスター事業（H25～H29）の取り組みの結果、鉄工、食品、繊維、IT業等でライフサ
イエンス分野における製品やサービスの事業化が進んだ。また、血液検査による消化器がん診断サービスや在宅医
療用の簡易キットなどの、ライフサイエンス分野を中心事業として創業し、売上を上げる事業者も生まれた。 
 
◆関連する地域波及効果   
 
 
 
 
 
◆推進体制  

〇取組に参加する各主体の代表者で構成する会議を設置し、会議での決定事項を全ての事業に反映してい
る。 

〇地域金融機関との協定締結により域内融資や設備投資件数等の情報を得、それらを基に取組の地域への
経済波及効果について協議を実施。 

〇協議会の趣旨、各主体の具体的な役割及び責任所掌について、文書を取り交わしている。 

◆プロジェクトのアピールポイント  

①高機能新素材産業の集積 
②ライフサイエンスの一大生産拠 
点形成 

①研究開発数   ３０件 
②ライフサイエンスベンチャー企業
創出数         ６件 

経済波及効果 
１，２１２億円 
雇用創出 
１，９５０人 

◆特徴的な取組・成果  
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【設定 KPI】   
①ライフサイエンス分野における大学研究機関の特許出願件数 
②医療、健康分野の事業化、商業化数 
③ライフサイエンス分野のベンチャー企業創出数 
④企業集積数 
⑤ライフサイエンス分野の大学等の研究機関の研究者数 
⑥医薬品、医療機器生産金額 
⑦インフラ維持費低減効果 
⑧CO2削減効果 
⑨雇用創出効果 
⑩共同研究数 
⑪研究会参加企業数 
⑫経済波及効果 
 当モデルケースでは北陸３県が実施する事業において、相乗効果が認められる効果を KPI に設定した。①～⑥

がライフサイエンス関係、⑦、⑧が高機能材料、⑨～⑫が全体の KPI である。 
 
【KPI達成のプロセスやポイント】 
ライフサイエンスの分野においては、北陸３県が独自に進める事業のほか、３県が連携して「北陸ライフサイエンスクラ

スター推進事業」を実施。多くの項目において目標を達成できたが、知財戦略等の一環で一部の KPI が未達成。 
本計画の実施により、効果は出始めており、全体の目標として設定していた雇用創出や経済の活性化(⑨～⑫）

についても年々成果は増加している。なお、高機能新素材産業に関しては、本格的な事業化が２０２４年以降の
予定であり、現在準備を進めているところである。 

 
【5年間の KPI の推移】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 ◆KPI設定の工夫・達成状況  

④企業集積数 

①ライフサイエンス分野における大学研究機関の特許出願件数 ②医療、健康分野の事業化、商業化数 

③ライフサイエンス分野のベンチャー企業創出数 

- 148 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．地域の成長シーズを地方と国で連携して大きくし、新たな産業創出へつなげ、地域活性化、国際競争力強化へ 
引き続き地方創生関連交付金を活用し、戦略分野の研究開発や研究機器の整備等を実施するとともに、各県ご

とに策定した地方創生戦略においても重点分野として位置づけ、支援を拡充していく。 
２．成長分野に部材を供給する高機能新素材産業の集積地に 
今後、地域内外のネットワーク構築・強化及びシーズ・ニーズマッチング、海外展開等を継続し、先端素材を活用し

た医療用繊維材料・機械部品・電子素材等の開発にも取り組む。また、東海・北陸連携コンポジットハイウェイ構想の
実現に向け、両地域の企業等による交流会を継続する。 
３．治療システムの確立 
治療システムの確立を目指し、バイオ・ライフサイエンス系ベンチャー産業の創造支援として、ベンチャー起業に向けた支
援、ベンチャー有望企業のリストアップによる重点的支援を行う。また、海外展開に必要な情報収集や発信を行う。 
４．北陸３県の産業を融合した予防・診断・治療の製品・サービスの創出 
富山県は新薬開発型メーカ 、ジェネリック医薬品製造メーカ、一般用医薬品製造メーカなど多様な製薬企業が存在
し、石川県は繊維産業と機械産業を中心に産業が発展し、独自の技術等を有し、医療用ディスプレイや内視鏡用チ
ェーンで世界シェアを有するニッチトップ企業が立地し、福井県は、眼鏡フレームの製造で培われてきたチタン合金等の
高度な精密加工技術を活かした眼科用手術器具の開発、繊維技術を活かした人工血管など非衣料分野の開発も
積極的に行われている。このような特色ある産業を融合し、予防・診断・治療の分野でシナジー効果を発揮し、新製
品・サービスを創出する。 

◆今後の展開及び課題   

⑫経済波及効果 

⑨雇用創出効果 

⑤ライフサイエンス分野の大学等の研究機関の研究者数 

⑩共同研究数 

⑪研究会参加企業数 

⑥医薬品、医療機器生産金額 
（※H30実績値は、厚生労働省統計「薬事工業生産動態統計調査」年報の
H30年分の公表が令和元年１２月３１日予定のため、記載不可。） 
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【設定 KPI】   
①ライフサイエンス分野における大学研究機関の特許出願件数 
②医療、健康分野の事業化、商業化数 
③ライフサイエンス分野のベンチャー企業創出数 
④企業集積数 
⑤ライフサイエンス分野の大学等の研究機関の研究者数 
⑥医薬品、医療機器生産金額 
⑦インフラ維持費低減効果 
⑧CO2削減効果 
⑨雇用創出効果 
⑩共同研究数 
⑪研究会参加企業数 
⑫経済波及効果 
 当モデルケースでは北陸３県が実施する事業において、相乗効果が認められる効果を KPI に設定した。①～⑥

がライフサイエンス関係、⑦、⑧が高機能材料、⑨～⑫が全体の KPI である。 
 
【KPI達成のプロセスやポイント】 
ライフサイエンスの分野においては、北陸３県が独自に進める事業のほか、３県が連携して「北陸ライフサイエンスクラ

スター推進事業」を実施。多くの項目において目標を達成できたが、知財戦略等の一環で一部の KPI が未達成。 
本計画の実施により、効果は出始めており、全体の目標として設定していた雇用創出や経済の活性化(⑨～⑫）

についても年々成果は増加している。なお、高機能新素材産業に関しては、本格的な事業化が２０２４年以降の
予定であり、現在準備を進めているところである。 

 
【5年間の KPI の推移】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 ◆KPI設定の工夫・達成状況  

④企業集積数 

①ライフサイエンス分野における大学研究機関の特許出願件数 ②医療、健康分野の事業化、商業化数 

③ライフサイエンス分野のベンチャー企業創出数 
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１．地域の成長シーズを地方と国で連携して大きくし、新たな産業創出へつなげ、地域活性化、国際競争力強化へ 
引き続き地方創生関連交付金を活用し、戦略分野の研究開発や研究機器の整備等を実施するとともに、各県ご

とに策定した地方創生戦略においても重点分野として位置づけ、支援を拡充していく。 
２．成長分野に部材を供給する高機能新素材産業の集積地に 
今後、地域内外のネットワーク構築・強化及びシーズ・ニーズマッチング、海外展開等を継続し、先端素材を活用し

た医療用繊維材料・機械部品・電子素材等の開発にも取り組む。また、東海・北陸連携コンポジットハイウェイ構想の
実現に向け、両地域の企業等による交流会を継続する。 
３．治療システムの確立 
治療システムの確立を目指し、バイオ・ライフサイエンス系ベンチャー産業の創造支援として、ベンチャー起業に向けた支
援、ベンチャー有望企業のリストアップによる重点的支援を行う。また、海外展開に必要な情報収集や発信を行う。 
４．北陸３県の産業を融合した予防・診断・治療の製品・サービスの創出 
富山県は新薬開発型メーカ 、ジェネリック医薬品製造メーカ、一般用医薬品製造メーカなど多様な製薬企業が存在
し、石川県は繊維産業と機械産業を中心に産業が発展し、独自の技術等を有し、医療用ディスプレイや内視鏡用チ
ェーンで世界シェアを有するニッチトップ企業が立地し、福井県は、眼鏡フレームの製造で培われてきたチタン合金等の
高度な精密加工技術を活かした眼科用手術器具の開発、繊維技術を活かした人工血管など非衣料分野の開発も
積極的に行われている。このような特色ある産業を融合し、予防・診断・治療の分野でシナジー効果を発揮し、新製
品・サービスを創出する。 

◆今後の展開及び課題   

⑫経済波及効果 

⑨雇用創出効果 

⑤ライフサイエンス分野の大学等の研究機関の研究者数 

⑩共同研究数 

⑪研究会参加企業数 

⑥医薬品、医療機器生産金額 
（※H30実績値は、厚生労働省統計「薬事工業生産動態統計調査」年報の
H30年分の公表が令和元年１２月３１日予定のため、記載不可。） 
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◆団体名 長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、静岡市、浜松市、名古屋市、 
一般社団法人中部経済連合会、名古屋商工会議所 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５．世界最強のものづくり先進地域を目指して 

○ 東海地域は、我が国随一のものづくりの拠点であり、その強みの根底には、自動車関連産業を中心に、他の地域
には類がない「技術力」、「人材力」、「集積力」を活かし、あらゆるものづくり産業を支え、新たな成長産業を産み出
す成長エンジンとなる「ものづくりマザー機能」がある。 

○ 本モデルケースは、その「ものづくりマザー機能」を
強化することにより、自動車関連・航空機・ヘルス
ケア・環境の４つの戦略産業を中心に、更なる産
業集積の高度化と多様な成長産業が地域経済
を支える産業構造への転換を図ることを目指す。 

○ そのため、東海地域の５県３政令市、２経済
団体等のトップが参画する「東海産業競争力協
議会」において 2014年 3月に取りまとめた
「TOKAI VISION」の実現に向け、国と地方が
一体となって効果的な施策を推進。 

一般社団法人中部経済連合会、名古屋商工会議所
  ◆全体概要 

◆特徴的な取組・成果 

＜自動車関連＞ 
○ 高度な技術力を有する中堅・中小企業の集積を最大限に活かし、次世代の自動車を見据えた革新技術の
開発や省資源・省エネルギーでの製造を実現する生産技術の高度化を推進。 
・全国初の一般公道での遠隔型自動運転システムの実証実験など、近未来技術
の社会実装 
・「人とくるまのテクノロジー展」等の出展支援や、産学連携による事業領域の拡大
支援   など 

一般公道での遠隔型自動運転（愛知県） 
(2017年 12月) 

＜航空機＞ 
○ 研究開発から設計、飛行試験、製造・販売、保守管理までの一貫体制を構築し、アメリカのシアトル、フラン
スのツールーズと肩を並べる航空宇宙産業の世界三大拠点の形成を目指した 
取組を推進。 
・5県をエリアとする「アジア№１航空宇宙産業クラスター形成特区」において、各地
のクラスターの機能強化、クラスター間の連携強化を推進 
・航空機等の産業振興と人材育成の拠点「エス・バード」、「岐阜かかみがはら航空
宇宙博物館」、「あいち航空ミュージアム」など拠点施設の整備   など 

｢エス・バード」（長野県）(2019年 3月竣工) 

＜ヘルスケア＞ 
〇 医療現場の様々なニーズに応えられる技術力を持った地域であり、そのポテンシャルを活かし幅広い分野で新
製品を生み出す改良型医療機器等の開発拠点となることを目指した取組を推進。 
・「メディカル・デバイス産業振興協議会」の運営、「メディカルメッセ」の開催など、
医療機器産業等の育成 
・ファルマバレープロジェクトの一層の推進を図る「ふじのくに医療城下町推進機
構」による健康長寿・自立支援プロジェクトの推進   など 

拠点施設「ファルマバレーセンター」（静岡県） 
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○ 本モデルケースは世界最強のものづくり先進地域を目指す試みであり、その取組は非常に多岐にわたり、参画する
主体も多種多様。 

○ その中で、「東海産業競争力協議会」という関係機関のトップが参画する枠組みにおいて広域的な連携体制を構
築するとともに、関係機関の取組をアクションプランとして取りまとめ、ＰＤＣＡサイクルを回す仕組みづくりができたこ
とが大きなポイント。 

○ 「TOKAI VISION」により、目指すべき姿が共有されるなかで、各地域が主体性を発揮しつつ、プロジェクトの有
機的な連携を図りながら取組が進展する形を構築。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆プロジェクトのアピールポイント 

地域の産学官金の連携のもと、目指すべき姿を共有 
地域の主体性とプロジェクトの有機的な連携 

血管シミュレーター 
（写真提供：株式会社タナック） 

全国初となる複数台の 
遠隔型自動運転実証実験 

三菱スペースジェットファミリー 
（三菱航空機㈱提供） 

リサイクル炭素繊維を活用した製品 
（

＜環境＞ 
〇 当地域のものづくり産業が持つ高度な環境技術に係る製品開発力や生産技術を生かし、新たな環境ビジネ
スの創出・拡大を目指した取組を推進。 
・CFRP リサイクルの促進等に向けたセミナーの開催やマッチング機会の
創出 
・「三重県次世代電池イノベーション推進協議会」、「ふじのくに CNF
（セルロースナノファイバー）研究開発センター」など、環境技術の研
究開発・実用化の促進   など 

＜ものづくりマザー機能＞ 
〇 著しい進化を遂げつつある IoT、AI、ビッグデータやロボット技術に関する取組や、素材・生産技術といったも
のづくりの基盤技術の革新などを推進。 
・「地方版 IoT推進ラボ」や「岐阜県 IoT コンソーシア
ム」など、ものづくり産業における IT・ロボット技術の利
活用促進 
・複合材料に関する「コンポジットハイウェイコンソーシア
ム」、あらゆる産業分野に光・電子技術の応用を促
進する「フォトンバレーセンター」など、多様な主体が
連携した一大拠点・産業集積の形成   など 

｢フォトンバレーセンター」（浜松市） 
(2017年 4月開設) (2018年 6月) 

｢三重県次世代電池イノベーション推進協議会 
研究活動報告会」（2016年３月）（三重県） 
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◆団体名 長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、静岡市、浜松市、名古屋市、 
一般社団法人中部経済連合会、名古屋商工会議所 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５．世界最強のものづくり先進地域を目指して 

○ 東海地域は、我が国随一のものづくりの拠点であり、その強みの根底には、自動車関連産業を中心に、他の地域
には類がない「技術力」、「人材力」、「集積力」を活かし、あらゆるものづくり産業を支え、新たな成長産業を産み出
す成長エンジンとなる「ものづくりマザー機能」がある。 

○ 本モデルケースは、その「ものづくりマザー機能」を
強化することにより、自動車関連・航空機・ヘルス
ケア・環境の４つの戦略産業を中心に、更なる産
業集積の高度化と多様な成長産業が地域経済
を支える産業構造への転換を図ることを目指す。 

○ そのため、東海地域の５県３政令市、２経済
団体等のトップが参画する「東海産業競争力協
議会」において 2014年 3月に取りまとめた
「TOKAI VISION」の実現に向け、国と地方が
一体となって効果的な施策を推進。 

◆全体概要 

◆特徴的な取組・成果 

＜自動車関連＞ 
○ 高度な技術力を有する中堅・中小企業の集積を最大限に活かし、次世代の自動車を見据えた革新技術の
開発や省資源・省エネルギーでの製造を実現する生産技術の高度化を推進。 
・全国初の一般公道での遠隔型自動運転システムの実証実験など、近未来技術
の社会実装 
・「人とくるまのテクノロジー展」等の出展支援や、産学連携による事業領域の拡大
支援   など 

一般公道での遠隔型自動運転（愛知県） 
(2017年 12月) 

＜航空機＞ 
○ 研究開発から設計、飛行試験、製造・販売、保守管理までの一貫体制を構築し、アメリカのシアトル、フラン
スのツールーズと肩を並べる航空宇宙産業の世界三大拠点の形成を目指した 
取組を推進。 
・5県をエリアとする「アジア№１航空宇宙産業クラスター形成特区」において、各地
のクラスターの機能強化、クラスター間の連携強化を推進 
・航空機等の産業振興と人材育成の拠点「エス・バード」、「岐阜かかみがはら航空
宇宙博物館」、「あいち航空ミュージアム」など拠点施設の整備   など 

｢エス・バード」（長野県）(2019年 3月竣工) 

＜ヘルスケア＞ 
〇 医療現場の様々なニーズに応えられる技術力を持った地域であり、そのポテンシャルを活かし幅広い分野で新
製品を生み出す改良型医療機器等の開発拠点となることを目指した取組を推進。 
・「メディカル・デバイス産業振興協議会」の運営、「メディカルメッセ」の開催など、
医療機器産業等の育成 
・ファルマバレープロジェクトの一層の推進を図る「ふじのくに医療城下町推進機
構」による健康長寿・自立支援プロジェクトの推進   など 

拠点施設「ファルマバレーセンター」（静岡県） 
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○ 本モデルケースは世界最強のものづくり先進地域を目指す試みであり、その取組は非常に多岐にわたり、参画する
主体も多種多様。 

○ その中で、「東海産業競争力協議会」という関係機関のトップが参画する枠組みにおいて広域的な連携体制を構
築するとともに、関係機関の取組をアクションプランとして取りまとめ、ＰＤＣＡサイクルを回す仕組みづくりができたこ
とが大きなポイント。 

○ 「TOKAI VISION」により、目指すべき姿が共有されるなかで、各地域が主体性を発揮しつつ、プロジェクトの有
機的な連携を図りながら取組が進展する形を構築。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆プロジェクトのアピールポイント 

地域の産学官金の連携のもと、目指すべき姿を共有 
地域の主体性とプロジェクトの有機的な連携 

血管シミュレーター 
（写真提供：株式会社タナック） 

全国初となる複数台の 
遠隔型自動運転実証実験 

三菱スペースジェットファミリー 
（三菱航空機㈱提供） 

リサイクル炭素繊維を活用した製品 
（

＜環境＞ 
〇 当地域のものづくり産業が持つ高度な環境技術に係る製品開発力や生産技術を生かし、新たな環境ビジネ
スの創出・拡大を目指した取組を推進。 
・CFRP リサイクルの促進等に向けたセミナーの開催やマッチング機会の
創出 
・「三重県次世代電池イノベーション推進協議会」、「ふじのくに CNF
（セルロースナノファイバー）研究開発センター」など、環境技術の研
究開発・実用化の促進   など 

＜ものづくりマザー機能＞ 
〇 著しい進化を遂げつつある IoT、AI、ビッグデータやロボット技術に関する取組や、素材・生産技術といったも
のづくりの基盤技術の革新などを推進。 
・「地方版 IoT推進ラボ」や「岐阜県 IoT コンソーシア
ム」など、ものづくり産業における IT・ロボット技術の利
活用促進 
・複合材料に関する「コンポジットハイウェイコンソーシア
ム」、あらゆる産業分野に光・電子技術の応用を促
進する「フォトンバレーセンター」など、多様な主体が
連携した一大拠点・産業集積の形成   など 

｢フォトンバレーセンター」（浜松市） 
(2017年 4月開設) (2018年 6月) 

｢三重県次世代電池イノベーション推進協議会 
研究活動報告会」（2016年３月）（三重県） 
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◆推進体制と関連する地域波及効果 

○ 「東海産業競争力協議会」は東海地域の５県、３政令市、２経済団体等のトップのほか、中部経済産業局を
はじめ関係省庁の地方支分部局長等が加わった組織。その下には、中小企業経営者の方々にも参加をいただい
た作業部会を設置。 

○ 協議会では、2014年度～2017年度にかけて、関係機関の取組の成果・効果を整理するとともに、「アクション
プラン」を取りまとめるというＰＤＣＡサイクルを回し、その仕組みは各機関の自律的な取組へと定着。 

○ このように、地域で自律的に成長戦略を検討し、推進していく形が進展したことが、今回のモデルケースの大きな成
果・波及効果。 

 
  ＜自律的な取組の具体例＞ 

●自動運転の社会実装に向けた取組 
・愛知県が実施している自動運転の実証実験では、2015年度に、国の国家戦略特区において「自動走行等の近
未来技術実証のための制度整備」との指定を受けてから、2016年度には県主体による実証実験に着手。 
・2017年度には、民間事業者と市町村等とのマッチングなどを図る「あいち自動運転推進コンソーシアム」を立ち上
げるとともに、公道における実証実験の実施手続きを総合調整する「あいち自動運転ワンストップセンター」を設置
し、2020年度の社会実装に向けた取組を継続的に推進。 

●「アジア№１航空宇宙産業クラスター形成特区」 
・特区に指定されている地区数及び企業・団体・自治体などの特区の構成員数は、2014年度の 67地区・239
構成員から、2018年度には 100地区・383構成員に増加するなど、取組の広がりと連携が着実に進展。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域で自律的に 
成長戦略を推進して 
いく形が進展 

<東海産業競争力協議会> 
・東海５県知事 ・東海３政令市長 
・名古屋大学総長 ・中経連会長、名商会頭 
・中部経済産業局をはじめ関係省庁の地方支分部局長等 

＜同作業部会＞ 
・中部５県・３政令市担当部局長   
・名古屋大学総長  ・中小企業経営者など 
・中部経済産業局をはじめ関係省庁の地方支分部局担当部長等 

取組の成果と効果の整理 
「アクションプラン」のとりまとめ など 協議会メンバーによる取組の推進 

【「TOKAI VISION」の実現に向けた PDCA サイクル】 

＜自動運転の実証実験（愛知県）＞ 
2015年度 国家戦略特区区域指定 
      
2016年度  15市町で実証実施 
2017年度  10市町で実証実施 
          
          
2018年度～ 社会実装に向けた取組推進 

2014年度  特区指定地区数：67 
         構成員数：239 
 
 
 
2018年度  特区指定地区数：100 
         構成員数：383
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〇 世界最強のものづくり先進地域を目指してという目標に向け、製造品出荷額等の全国シェア及び額を 2013年
比で増大していくといったＫＰＩを設定。 

〇 ＫＰＩの達成に向けて、「東海産業競争力協議会」の PDCAサイクルの中で、2016年度においては「ＩＴ・ロ
ボット技術の開発・利活用促進による産業の高度化」など、2017年度においては「産学官連携を活用したイノベ
ーション創出環境の整備」といった施策を追補・強化。 

〇 施策の推進に当たっては、地域再生戦略交付金、地方創生推進交付金を、各自治体において多数活用し、４
つの戦略産業の強化を促進。 

〇 「東海産業競争力協議会」においては、2019年 5月に「TOKAI VISION」に引き続く成長戦略の第２ステー
ジとして、｢「Society5.0」の実現に向けた東海地域の産業競争力強化戦略」を策定。 

〇 この戦略は、ＩｏＴやビッグデータ、ＡＩなど第 4次産業革命の進展、自動車産業における電動化、自動運転
等の「ＣＡＳＥ」といったものづくりを巡る社会潮流に大きな変化が生じていること、また、こうした社会潮流の変化
などを受け、国や地域において、新たな成長戦略の策定が進んできていることを踏まえ、協議会において、当地域の
産業競争力の強化につながる新たな方向性を 2018年度から１年をかけて検討し、策定したもの。 

〇 この戦略に基づき、「新たなビジネス
を生み出すネットワーク場づくり」、
「IT ものづくりブリッジ人材の育成」、
「新技術等の社会実装」を３本柱
とした今後５～10年のアクションを
地域一丸となって実行。 

〇 ＡＩ、ＩｏＴ等の革新的な技術
と、自動車産業を始めとするものづく
りの融合によるビジネス創出を東海
地域がリードするとともに、新たなビ
ジネス創出の担い手などによるイノベ
ーションを進め、内外からクリエイティ
ブな人材・多様な人材が交流・創
造する地域の実現を目指していく。 

 
 

◆KPI設定の工夫・達成状況  

◆今後の展開及び課題  

＜製造品出荷額等の全国シェア及び額の増大(2013年比)＞ 
 

26.7％ 

780,202億円 

27.0％ 

860,539億円 

【2013年】 【2017年】 

○PDCA の中で「TOKAI VISON」を追補し、施策を強化 
【2016年度】 
・ＩＴ・ロボット技術の開発・利活用促進による産業の高度化 
・ＴＰＰ等を契機とした更なる海外展開支援や国際化 
【2017年度】 
・産学官連携を活用したイノベーション創出環境の整備 
・「地域未来投資促進法」を活用した地域経済の振興 
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〇 世界最強のものづくり先進地域を目指してという目標に向け、製造品出荷額等の全国シェア及び額を 2013年
比で増大していくといったＫＰＩを設定。 

〇 ＫＰＩの達成に向けて、「東海産業競争力協議会」の PDCAサイクルの中で、2016年度においては「ＩＴ・ロ
ボット技術の開発・利活用促進による産業の高度化」など、2017年度においては「産学官連携を活用したイノベ
ーション創出環境の整備」といった施策を追補・強化。 

〇 施策の推進に当たっては、地域再生戦略交付金、地方創生推進交付金を、各自治体において多数活用し、４
つの戦略産業の強化を促進。 

〇 「東海産業競争力協議会」においては、2019年 5月に「TOKAI VISION」に引き続く成長戦略の第２ステー
ジとして、｢「Society5.0」の実現に向けた東海地域の産業競争力強化戦略」を策定。 

〇 この戦略は、ＩｏＴやビッグデータ、ＡＩなど第 4次産業革命の進展、自動車産業における電動化、自動運転
等の「ＣＡＳＥ」といったものづくりを巡る社会潮流に大きな変化が生じていること、また、こうした社会潮流の変化
などを受け、国や地域において、新たな成長戦略の策定が進んできていることを踏まえ、協議会において、当地域の
産業競争力の強化につながる新たな方向性を 2018年度から１年をかけて検討し、策定したもの。 

〇 この戦略に基づき、「新たなビジネス
を生み出すネットワーク場づくり」、
「IT ものづくりブリッジ人材の育成」、
「新技術等の社会実装」を３本柱
とした今後５～10年のアクションを
地域一丸となって実行。 

〇 ＡＩ、ＩｏＴ等の革新的な技術
と、自動車産業を始めとするものづく
りの融合によるビジネス創出を東海
地域がリードするとともに、新たなビ
ジネス創出の担い手などによるイノベ
ーションを進め、内外からクリエイティ
ブな人材・多様な人材が交流・創
造する地域の実現を目指していく。 

 
 

◆KPI設定の工夫・達成状況  

◆今後の展開及び課題  

＜製造品出荷額等の全国シェア及び額の増大(2013年比)＞ 
 

26.7％ 

780,202億円 

27.0％ 

860,539億円 

【2013年】 【2017年】 

○PDCA の中で「TOKAI VISON」を追補し、施策を強化 
【2016年度】 
・ＩＴ・ロボット技術の開発・利活用促進による産業の高度化 
・ＴＰＰ等を契機とした更なる海外展開支援や国際化 
【2017年度】 
・産学官連携を活用したイノベーション創出環境の整備 
・「地域未来投資促進法」を活用した地域経済の振興 
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◆団体名 (公財)地球環境センター、滋賀県、大阪市、NPO資源リサイクルシステムセンター 
  
 近畿地域の新たな成長産業として期待される環境・エネルギー分野において、新市場の創出や海外展開を促進す
ることにより、近畿経済の持続的成長の実現を目指している。提案団体を中心に、地域に集積する科学技術基盤、 
企業、自治体、産業支援機関等を対象にネットワークを形成して、アジアでの環境・省エネルギー分野の振興を図って
いる。以下の分野・役割をもとに、相互に連携しながら、各種事業に取り組んでいる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
関西の政府機関（近畿経済産業局（Team E-Kansai）、滋賀県、大阪市）とアジアの様々な政府機関との G 
to G の関係を構築・深化することによって、相手国の業界団体や傘下の企業と関西企業との商談会・マッチングを積
極的に実施し、B to B での企業のビジネス展開を支援した。 
〇商談会・・マッチング開催地 ＞ ベトナム、インドネシア、タイ、台湾 等 
〇マッチング（商談）件数 ＞ H28：38 件 ⇒ H30：181 件 
 
 
現地政府機関や業界団体との連携強化を進めるなかで、現地の技術的・政策的なニーズをもとに、積極的にプロジェ
クトの創出を目指してきたところ。以下の事例が挙げられる。 
〇近畿経済産業局と広東省科学技術庁の環境・省エネ分野の協力関係のもと日中合作プロジェクト２件の採択 
〇Team E-Kansai とインドネシア技術評価応用庁の関係のもと水質監視に係る JICA 案件化調査の実施 
〇大阪市とホーチミン市の都市間連携のもと JCM プロジェクト（低炭素技術の導入）２件の採択 
 
 
 

◆関連する地域波及効果   
 
 
 
 
 

６．関西発！環境・エネルギー分野におけるグローバルに通用する革新的な製品・ビジネスモデル 
の開発及び環境都市ネットワークを活用したアジアでの新ビジネス・新市場の創出 

◆団体名 ( )地球環境センター、滋賀県、大阪市、
  ◆全体概要 

国内外での環境・省エネ関
連の商談会・ビジネスマッチ
ングの開催 

これらのイベントを契機として、状況により
現地コーディネーターのフォロアップを実施 
成約件数 ＞ 

H25：20 件 ⇒ H30：23 件 

地域経済効果（成約実績） 
H30 27 億円 

◆プロジェクトのアピールポイント  

◆特徴的な取組・成果  

国際クラスター形成事業 
（地球環境センター） 

国内外の水環境課題の解決に向け
たプロジェクト創出（滋賀県） 

アジア地域の低炭素社会実現 
のための支援事業（大阪市） 

新産業創出事業 
（資源リサイクルシステムセンター） 

関西・アジア 環境・省エネビジネス交流推進フォーラム（Team E-Kansai） 

しが水環境ビジネス推進フォーラム 

Team OSAKA ネットワーク 高度循環システム研究会 

タイ 
バンコク 

広東省科学技術庁との日中
合作プロジェクトにより下水処
理場に導入された水処理装置 

水質監視に係る案件化
調査（ジャカルタ） 
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◆推進体制  
・Team E-Kansaiでは、鮮度の高いアジアのニーズ情報の収集や、現地政府機関・業界団体との連絡調整、各
種イベント後の会員企業のフォロアップのため、専属コーディネーターを配置（中国（広東省、遼寧省）、ベトナ
ム、インドネシア、タイ）している。 
・提案機関間での連携を進めるにあたっては、個別に事業調整を行うほか、全ての機関が Team E-Kansai の関
係機関であることから、Team E-Kansai協力機関（29団体）と支援機関（近畿経済産業局）で構成する
連絡会議において、情報交換等を行っている。 

 
 
【設定 KPI】 

<指標施策> 海外産業機関等との連携構築・普及拡大 
KPI①：現地での成約件数（目標 20件/年）⇒ 達成状況 H30：23件/年↗ 
KPI②：現地での成約額（目標 10億円/年）⇒ 達成状況 H30：27億円/年↗ 

<指標施策> 大学・研究機関との中核・中小企業との連携強化 
KPI③：事業化候補技術シーズ提案（目標 新規件数 延べ 40件）⇒ 達成状況 H30：28件↘ 

<指標施策> 国内外のプロジェクトの創出・展開 
KPI④：都市間連携等を活用したプロジェクト（目標 新規件数 延べ 3件）⇒ 達成状況 H30：2件↘ 

<指標施策> 海外産業機関等との連携構築・モデルプロジェクト形成 
KPI⑤：現地へのシステム提案（目標 新規件数 延べ 10件）⇒ 達成状況 H30：10件→ 

<指標施策> 中核企業・中堅中小企業の連携強化 
KPI⑥：ビジネスマッチング（目標 新規件数 延べ 90件）⇒ 達成状況 H30：181件↗ 

 
【KPI達成のプロセスやポイント】 
 ・目標達成のために、アジアの政府・研究機関や業界団体と環境分野の協力関
係を構築しながら、実績を積み上げてきたところ。マッチングでは、相手機関の多
大な支援のもとで、多くの現地企業との商談の機会を得ることができた。 

◆地方創生関係交付金等の活用有無  
 ・滋賀県の活動に 「地方創生加速化交付金（H27補正）」および「地方創生推進交付金（H28～R2）」を
活用している。 

 
 
（１）海外業界団体等との連携構築・普及拡大 
 ・海外業界団体との関係構築の機会の創出が課題であり、両国政府間での G to G構築や国際ネットワークの活
用から関係を拡大したうえで、現地の多様なニーズに即応した日本側からのソリューション提案を推進していく。 

（２）大学・研究機関と中核・中小企業との連携強化 
 ・海外研究機関との連携が課題であり、日本との関係の深い研究機関への積極的なアプローチにより、日本の中小
企業の優れた技術をアピールできるような交流会・セミナーの機会を創出していく。 

（３）海外プロジェクトの創出・展開 
 

  

◆KPI設定の工夫・達成状況  

◆今後の展開及び課題   
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◆団体名 (公財)地球環境センター、滋賀県、大阪市、NPO資源リサイクルシステムセンター 
  
 近畿地域の新たな成長産業として期待される環境・エネルギー分野において、新市場の創出や海外展開を促進す
ることにより、近畿経済の持続的成長の実現を目指している。提案団体を中心に、地域に集積する科学技術基盤、 
企業、自治体、産業支援機関等を対象にネットワークを形成して、アジアでの環境・省エネルギー分野の振興を図って
いる。以下の分野・役割をもとに、相互に連携しながら、各種事業に取り組んでいる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
関西の政府機関（近畿経済産業局（Team E-Kansai）、滋賀県、大阪市）とアジアの様々な政府機関との G 
to G の関係を構築・深化することによって、相手国の業界団体や傘下の企業と関西企業との商談会・マッチングを積
極的に実施し、B to B での企業のビジネス展開を支援した。 
〇商談会・・マッチング開催地 ＞ ベトナム、インドネシア、タイ、台湾 等 
〇マッチング（商談）件数 ＞ H28：38 件 ⇒ H30：181 件 
 
 
現地政府機関や業界団体との連携強化を進めるなかで、現地の技術的・政策的なニーズをもとに、積極的にプロジェ
クトの創出を目指してきたところ。以下の事例が挙げられる。 
〇近畿経済産業局と広東省科学技術庁の環境・省エネ分野の協力関係のもと日中合作プロジェクト２件の採択 
〇Team E-Kansai とインドネシア技術評価応用庁の関係のもと水質監視に係る JICA 案件化調査の実施 
〇大阪市とホーチミン市の都市間連携のもと JCM プロジェクト（低炭素技術の導入）２件の採択 
 
 
 

◆関連する地域波及効果   
 
 
 
 
 

６．関西発！環境・エネルギー分野におけるグローバルに通用する革新的な製品・ビジネスモデル 
の開発及び環境都市ネットワークを活用したアジアでの新ビジネス・新市場の創出 

◆全体概要 

国内外での環境・省エネ関
連の商談会・ビジネスマッチ
ングの開催 

これらのイベントを契機として、状況により
現地コーディネーターのフォロアップを実施 
成約件数 ＞ 

H25：20 件 ⇒ H30：23 件 

地域経済効果（成約実績） 
H30 27 億円 

◆プロジェクトのアピールポイント  

◆特徴的な取組・成果  

国際クラスター形成事業 
（地球環境センター） 

国内外の水環境課題の解決に向け
たプロジェクト創出（滋賀県） 

アジア地域の低炭素社会実現 
のための支援事業（大阪市） 

新産業創出事業 
（資源リサイクルシステムセンター） 

関西・アジア 環境・省エネビジネス交流推進フォーラム（Team E-Kansai） 

しが水環境ビジネス推進フォーラム 

Team OSAKA ネットワーク 高度循環システム研究会 

タイ 
バンコク 

広東省科学技術庁との日中
合作プロジェクトにより下水処
理場に導入された水処理装置 

水質監視に係る案件化
調査（ジャカルタ） 
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◆推進体制  
・Team E-Kansaiでは、鮮度の高いアジアのニーズ情報の収集や、現地政府機関・業界団体との連絡調整、各
種イベント後の会員企業のフォロアップのため、専属コーディネーターを配置（中国（広東省、遼寧省）、ベトナ
ム、インドネシア、タイ）している。 
・提案機関間での連携を進めるにあたっては、個別に事業調整を行うほか、全ての機関が Team E-Kansai の関
係機関であることから、Team E-Kansai協力機関（29団体）と支援機関（近畿経済産業局）で構成する
連絡会議において、情報交換等を行っている。 

 
 
【設定 KPI】 

<指標施策> 海外産業機関等との連携構築・普及拡大 
KPI①：現地での成約件数（目標 20件/年）⇒ 達成状況 H30：23件/年↗ 
KPI②：現地での成約額（目標 10億円/年）⇒ 達成状況 H30：27億円/年↗ 

<指標施策> 大学・研究機関との中核・中小企業との連携強化 
KPI③：事業化候補技術シーズ提案（目標 新規件数 延べ 40件）⇒ 達成状況 H30：28件↘ 

<指標施策> 国内外のプロジェクトの創出・展開 
KPI④：都市間連携等を活用したプロジェクト（目標 新規件数 延べ 3件）⇒ 達成状況 H30：2件↘ 

<指標施策> 海外産業機関等との連携構築・モデルプロジェクト形成 
KPI⑤：現地へのシステム提案（目標 新規件数 延べ 10件）⇒ 達成状況 H30：10件→ 

<指標施策> 中核企業・中堅中小企業の連携強化 
KPI⑥：ビジネスマッチング（目標 新規件数 延べ 90件）⇒ 達成状況 H30：181件↗ 

 
【KPI達成のプロセスやポイント】 
 ・目標達成のために、アジアの政府・研究機関や業界団体と環境分野の協力関
係を構築しながら、実績を積み上げてきたところ。マッチングでは、相手機関の多
大な支援のもとで、多くの現地企業との商談の機会を得ることができた。 

◆地方創生関係交付金等の活用有無  
 ・滋賀県の活動に 「地方創生加速化交付金（H27補正）」および「地方創生推進交付金（H28～R2）」を
活用している。 

 
 
（１）海外業界団体等との連携構築・普及拡大 
 ・海外業界団体との関係構築の機会の創出が課題であり、両国政府間での G to G構築や国際ネットワークの活
用から関係を拡大したうえで、現地の多様なニーズに即応した日本側からのソリューション提案を推進していく。 

（２）大学・研究機関と中核・中小企業との連携強化 
 ・海外研究機関との連携が課題であり、日本との関係の深い研究機関への積極的なアプローチにより、日本の中小
企業の優れた技術をアピールできるような交流会・セミナーの機会を創出していく。 

（３）海外プロジェクトの創出・展開 
 

  

◆KPI設定の工夫・達成状況  

◆今後の展開及び課題   
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  氏 名 所    属 

座長 村上 周三 一般財団法人建築環境・省エネルギー機構 理事長 

主査 
（地方都市） 

後藤 春彦 早稲田大学 理事・教授 

主査 
（過疎地域） 

小田切 徳美 明治大学農学部 教授 

主査 
（地元地域資源） 

関 幸子 株式会社ローカルファースト研究所 代表取締役 

主査 
（広域地域資源） 

楠見 清 学校法人 神戸山手学園 理事長 

主査 
（産業集積） 

松原 宏 東京大学大学院総合文化研究科 教授 

委員 柿元 美津江 鹿児島純心女子大学看護栄養学部 客員教授 

委員 柏木 孝夫 東京工業大学 特命教授・名誉教授 

委員 西澤 隆 野村證券株式会社 投資情報部長 

委員 辻 琢也 一橋大学大学院法学研究科 教授 

委員 山崎 亮 株式会社 studio-L 代表 
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山崎 亮（やまざきりょう）studio-L代表。 

コミュニティデザイナー。社会福祉士。博士（工学）。 
1973年愛知県生まれ。大学院修了後、6年間の建築・ランドスケープ設計事務所勤務を経て、2005年に
studio-L を設立。地域の課題を地域に住む人たちが解決するためのコミュニティデザインに携わる。まちづくりのワ
ークショップ、住民参加型の総合計画づくり、市民参加型のパークマネジメントなどに関するプロジェクトが多い。 
 
著書に『コミュニティデザインの源流（太田出版）』、『縮充する日本（PHP新書）』、『地域ごはん日記（パイ
インターナショナル）』、『ケアするまちをデザインする（医学書院）』などがある。 

西澤 隆（にしざわ たかし）野村證券株式会社 投資情報部長 

1964年、埼玉県生まれ。1987年、早稲田大学政治経済学部経済学科卒業。1989年同大学大学院
経済学修士、野村総合研究所入社。野村證券金融経済研究所経済解析課長を経て、2010年 10月か
ら野村アグリプランニング＆アドバイザリー株式会社取締役社長に就任。2017年 4月よりを現職。 

 
著書に『人口減少時代の資産形成』（2005年 東洋経済新報社）、『日本経済 地方からの再生』
（2009年 同）など。 

柿元 美津江（かきもと みつえ）鹿児島純心女子大学看護栄養学部 客員教授 

鹿児島大学医学部付属保健師学校卒業後 1981年川内市役所に保健師として入庁、2004年合併によ
り薩摩川内市職員 主に健康増進事業、介護保険事業担当 地域包括支援センター長、市民健康課長を
歴任。また、長寿社会開発センター・立教大学・国際福祉大学等の老人保健健康増進事業(介護保険)に
参画。市在職中、鹿児島大学大学院 人文社会科学研究科入学・卒業 経済学修士取得。 
2013年、鹿児島純心女子大学看護栄養学部看護学科教授（専門公衆衛生看護学）を経て、2019
年現在 同校客員教授及び、社会福祉法人市比野福祉会 養護老人ホーム和光園園長。 

 

柏木 孝夫（かしわぎ たかお） 東京工業大学 特命教授・名誉教授 

1946年東京生まれ。70年、東京工業大学工学部生産機械工学科卒。79年、博士号取得。1980～
81年、米国商務省 NBS招聘研究員、東京工業大学工学部助教授、東京農工大学大学院教授を経
て、2007年より東京工業大学大学院教授、2009年より先進エネルギー国際研究センター長、12年より特
命教授・名誉教授。 2018年より、内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第２期 エネルギー･
環境分野プログラムディレクターに就任。現在、経済産業省総合資源エネルギー調査会基本政策分科会委
員など数多くの委員を務め、長年、国のエネルギー政策づくりに深く関わる。2017年、エネルギー・環境分野で
最も権威のある国際賞「The Georg Alefeld Memorial Award」をアジアで初受賞。 

おもな著書に「超スマートエネルギー社会 5.0」、「コージェネ革命」など。 

 

辻 琢也（つじ たくや）一橋大学大学院法学研究科 教授 

専攻は行政学、地方自治論。1962年北海道生まれ。東京大学大学院博士号取得。東京大学助手、政
策研究大学院大学助教授等を経て、2005年から現在に至る。この間、1996 から 1997年まで米国ジョンズ
ホプキンス大学高等国際問題研究大学院ライシャワーセンター客員研究員、また、2014年から 2018年まで
一橋大学副学長を兼務した。現在、総務省「国地方係争処理委員会」委員のほか、国土交通省「社会資本
整備審議会」委員、国土交通省「国土審議会土地政策分科会企画部会」専門委員、総務省「基礎自治体
による行政の共通基盤の構築に関する研究会」座長、内閣府「地方創生推進交付金のあり方に関する研究
会」座長などを兼務している。主な著書は、『あたらしい自治体の設計』（共著）有斐閣、『自立と協働によるま
ちづくり読本』（共著）など。 

ワーキングチーム分野別委員紹介 
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  氏 名 所    属 

座長 村上 周三 一般財団法人建築環境・省エネルギー機構 理事長 

主査 
（地方都市） 

後藤 春彦 早稲田大学 理事・教授 

主査 
（過疎地域） 

小田切 徳美 明治大学農学部 教授 

主査 
（地元地域資源） 

関 幸子 株式会社ローカルファースト研究所 代表取締役 

主査 
（広域地域資源） 

楠見 清 学校法人 神戸山手学園 理事長 

主査 
（産業集積） 

松原 宏 東京大学大学院総合文化研究科 教授 

委員 柿元 美津江 鹿児島純心女子大学看護栄養学部 客員教授 

委員 柏木 孝夫 東京工業大学 特命教授・名誉教授 

委員 西澤 隆 野村證券株式会社 投資情報部長 

委員 辻 琢也 一橋大学大学院法学研究科 教授 

委員 山崎 亮 株式会社 studio-L 代表 

 

Ⅳ．地域活性化プラットフォームワーキングチーム 

- 156 - 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

山崎 亮（やまざきりょう）studio-L代表。 
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1964年、埼玉県生まれ。1987年、早稲田大学政治経済学部経済学科卒業。1989年同大学大学院
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歴任。また、長寿社会開発センター・立教大学・国際福祉大学等の老人保健健康増進事業(介護保険)に
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専攻は行政学、地方自治論。1962年北海道生まれ。東京大学大学院博士号取得。東京大学助手、政
策研究大学院大学助教授等を経て、2005年から現在に至る。この間、1996 から 1997年まで米国ジョンズ
ホプキンス大学高等国際問題研究大学院ライシャワーセンター客員研究員、また、2014年から 2018年まで
一橋大学副学長を兼務した。現在、総務省「国地方係争処理委員会」委員のほか、国土交通省「社会資本
整備審議会」委員、国土交通省「国土審議会土地政策分科会企画部会」専門委員、総務省「基礎自治体
による行政の共通基盤の構築に関する研究会」座長、内閣府「地方創生推進交付金のあり方に関する研究
会」座長などを兼務している。主な著書は、『あたらしい自治体の設計』（共著）有斐閣、『自立と協働によるま
ちづくり読本』（共著）など。 

ワーキングチーム分野別委員紹介 
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１ 地域活性化プラットフォーム構築の経緯 
 ①地域活性化の推進に関する連絡会議 
  ・総理大臣補佐官を議長として、関係閣僚会議の連絡会議を開催（内閣官房地域活性化統合事務局） 
   
《以下参考》 

   第 1回 H25.12.26 
地域活性化関連の政策のパッケージ化へ向けた取組支援のためのプラットフォームとして関係大臣会合、連絡
調整会議及び政策対応チームの設置等について 

   第 2回 H26.1.23 
    新たな成長戦略に向けた地域活性化の取組等について 
   第 3回 H26.2.28 
    プラットフォームの今後の運営について 
   第 4回 H26.5.21 
    地域活性化プラットフォームワーキングチーム推薦案選定の経緯、今後のスケジュールについて 
  
②地域活性化の推進に関する関係閣僚会合 
  ・地域活性化に向けた取組を加速させるため、内閣官房長官を議長として、地方公共団体支援のプラットフォーム

として、関係閣僚会議の連絡会議を設置・開催（内閣官房地域活性化統合事務局） 
    
《以下参考》 
第 1回 H26.1.28 
閣僚会合構成員紹介、成長戦略改定に向けた地域活性化の取組、地方公共団体支援のプラットフォームの
推進体制について 

   第 2回 H26.3.25 
地域活性化モデルケース募集、ワーキングチーム等について 

   第 3回 H26.5.29 
地域活性化モデルケース選定案、プラットフォームの取組等について 

   第 4回 H26.6.24 
地域活性化モデルケース選定自治体から報告、「日本再興戦略の改定」における地域活性化方策（地域 
再生法の改正に向けた検討含む）について 

   廃止 H26.9.12 
関係閣僚会合の設置主旨がもともと、「日本再興戦略の改定へ向けて」とあるため廃止となる。（また、まち・
ひと・しごと創生本部の目的と重なるところもある。） 
廃止後も引き続き地域活性化ワーキングチームは引き継がれ、引き続き地域の直面している「超高齢化・人口
減少社会における持続可能な都市・地域の形成」及び「地域産業の成長・雇用の維持創出」の２つの課題
の解決に向け、成功事例の創出及び共有に係る政府の取組に対して助言を行うため、地域活性化プラットフ
ォームワーキングチームが開催されている。 
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２ 地域活性化プラットフォームワーキングチームの活動 
 
【ワーキングチーム・政策対応チームによる選定】 
 

H26.3.25～4.21 （地域活性化モデルケース応募期間） 
 

H26.4.21～4.30 （1次評価） 
ワーキングチーム・政策対応チームによる書面審査（定量評価（5段階）と定性評価） 

 
H26.5.9（2次評価） 
ワーキングチームによるヒアリング対象の決定 

 
H26.5.13～5.16の内 3日（3次評価） 
ワーキングチームによるヒアリング後、選定推薦案決定 

 
H26.5.29（関係閣僚会議による地域活性化モデルケースの決定） 

 
 
【地域活性化モデルケースのフォローアップ】 
 
①ワーキングチーム及び政策対応チームによる現地コンサル 

   H26.6～H26.8 にかけて、全選定団体の現地を訪問しコンサルティングを実施 
 
②ワーキングチームによるフォローアップ 

H26. 10.29～11.28 第 1回フォローアップ 
H27.5.29～6.26   第 2回フォローアップ 
H28. 6.28～7.26  第 3回フォローアップ 
H29. 9.27～10.18 第 4回フォローアップ 
H30. 9.3～9.14   第 5回フォローアップ 
R1.7.23～7.29    第 6回フォローアップ 

 
③ワーキングチームによる現地訪問 

   H28、H29、H30の各年度において各モデルケースの現地を訪問しコンサルティングを実施 
 
 
 
 
 
 
 

－ 155 －



- 157 - 

１ 地域活性化プラットフォーム構築の経緯 
 ①地域活性化の推進に関する連絡会議 
  ・総理大臣補佐官を議長として、関係閣僚会議の連絡会議を開催（内閣官房地域活性化統合事務局） 
   
《以下参考》 

   第 1回 H25.12.26 
地域活性化関連の政策のパッケージ化へ向けた取組支援のためのプラットフォームとして関係大臣会合、連絡
調整会議及び政策対応チームの設置等について 

   第 2回 H26.1.23 
    新たな成長戦略に向けた地域活性化の取組等について 
   第 3回 H26.2.28 
    プラットフォームの今後の運営について 
   第 4回 H26.5.21 
    地域活性化プラットフォームワーキングチーム推薦案選定の経緯、今後のスケジュールについて 
  
②地域活性化の推進に関する関係閣僚会合 
  ・地域活性化に向けた取組を加速させるため、内閣官房長官を議長として、地方公共団体支援のプラットフォーム

として、関係閣僚会議の連絡会議を設置・開催（内閣官房地域活性化統合事務局） 
    
《以下参考》 
第 1回 H26.1.28 
閣僚会合構成員紹介、成長戦略改定に向けた地域活性化の取組、地方公共団体支援のプラットフォームの
推進体制について 

   第 2回 H26.3.25 
地域活性化モデルケース募集、ワーキングチーム等について 

   第 3回 H26.5.29 
地域活性化モデルケース選定案、プラットフォームの取組等について 

   第 4回 H26.6.24 
地域活性化モデルケース選定自治体から報告、「日本再興戦略の改定」における地域活性化方策（地域 
再生法の改正に向けた検討含む）について 

   廃止 H26.9.12 
関係閣僚会合の設置主旨がもともと、「日本再興戦略の改定へ向けて」とあるため廃止となる。（また、まち・
ひと・しごと創生本部の目的と重なるところもある。） 
廃止後も引き続き地域活性化ワーキングチームは引き継がれ、引き続き地域の直面している「超高齢化・人口
減少社会における持続可能な都市・地域の形成」及び「地域産業の成長・雇用の維持創出」の２つの課題
の解決に向け、成功事例の創出及び共有に係る政府の取組に対して助言を行うため、地域活性化プラットフ
ォームワーキングチームが開催されている。 

 
 
  

- 158 - 

２ 地域活性化プラットフォームワーキングチームの活動 
 
【ワーキングチーム・政策対応チームによる選定】 
 

H26.3.25～4.21 （地域活性化モデルケース応募期間） 
 

H26.4.21～4.30 （1次評価） 
ワーキングチーム・政策対応チームによる書面審査（定量評価（5段階）と定性評価） 

 
H26.5.9（2次評価） 
ワーキングチームによるヒアリング対象の決定 

 
H26.5.13～5.16の内 3日（3次評価） 
ワーキングチームによるヒアリング後、選定推薦案決定 

 
H26.5.29（関係閣僚会議による地域活性化モデルケースの決定） 

 
 
【地域活性化モデルケースのフォローアップ】 
 
①ワーキングチーム及び政策対応チームによる現地コンサル 

   H26.6～H26.8 にかけて、全選定団体の現地を訪問しコンサルティングを実施 
 
②ワーキングチームによるフォローアップ 

H26. 10.29～11.28 第 1回フォローアップ 
H27.5.29～6.26   第 2回フォローアップ 
H28. 6.28～7.26  第 3回フォローアップ 
H29. 9.27～10.18 第 4回フォローアップ 
H30. 9.3～9.14   第 5回フォローアップ 
R1.7.23～7.29    第 6回フォローアップ 

 
③ワーキングチームによる現地訪問 

   H28、H29、H30の各年度において各モデルケースの現地を訪問しコンサルティングを実施 
 
 
 
 
 
 
 

－ 156 －



地
域
活
性
化
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
報
告
書
（
平
成
25
年
度
～
平
成
30
年
度
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

令
和
２
年
３
月　
　
　
　
　

内
閣
府
地
方
創
生
推
進
事
務
局

 

  

地域活性化モデルケース報告書 
（平成 25年度～平成 30年度） 

令和２年３月 

内閣府地方創生推進事務局 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和元年度地域活性化プラットフォーム推進事業 

地域活性化モデルケース報告書 

令和２年３月 

内閣府地方創生推進事務局 

〒100-0014 東京都千代田区永田町 1-11-39 

TEL 03-5510-2175 FAX 03-3591-8801 




